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1. 概要 

1-1. 研究開発および計画の概要 

各地で道路インフラの団塊的な老朽化が進行しているが，その管理者である公共団体，特に一部の地方

自治体では，厳しい予算制約，人的リソースや技術力の不足から，道路インフラの適切な管理が困難な状

況にある．本提案では，このような公共団体に代わって，民間主導の資金，人材，技術を活用する PPP/PFI

事業を加速的に進展させるため，科学的根拠に基づく最適維持管理手法を開発・実装して，インフラ老朽

化問題という社会課題の解決を目指す． 

仕様規定ではなく，性能規定に基づく事業でなければ，民間の創意工夫を十分に発揮することができな

い．一方で性能規定となると，契約の際に，管理対象となるインフラの現状，余寿命，契約終了時におけ

る状態（終端条件）を明確にする必要がある．技術シーズは，目視点検データという実務を通して収集可

能なデータを用いた統計的劣化予測により，道路インフラの寿命などを推定できる．これを科学的根拠

として，インフラ管理者との間で，リスク分担に関する合意形成を実施できる． 

 

1-2. 成果の概要 

本研究開発では，点検データを活用した統計的劣化予測手法を中核として，道路舗装の状態評価および

将来劣化を定量的に評価し、最適な修繕計画を策定するための方法論を構築した．これにより，従来は経

験や勘に依存していた修繕の優先順位付けや更新時期の判断について，科学的根拠に基づく意思決定を

可能とした．実証分析の対象として，国内初の有料道路コンセッション事業である愛知有料道路を選定

し，実データに基づく検証を行った． 

路面性状調査による点検データに対して混合マルコフ劣化ハザードモデルを適用し，健全度推移確率

を推定した．同モデルは，区間の区切り方に応じて劣化のばらつきを表現できる特徴を有しており，本研

究では，100 mピッチ毎，IC区間毎といった詳細な単位で分析を行った．その分析の中で，盛土区間と切

土区間，上層路盤材料，走行位置の違いによって健全度推移が異なることがわかった． 

さらに，事業期間が限定されるコンセッション事業の特性に対応するため，マルコフ決定過程を用いて

管理期間の終了時を見据えた維持管理のための意思決定モデルを構築した．これにより，従来の「長期に

わたり同じ条件で管理する」前提とは異なる補修判断が必要となることを定量的に示し，PPP/PFI事業に

おける実務上の意思決定に有用な知見を得た． 

また，舗装の状態は路面だけでなく内部構造の健全性も重要であるが，従来の内部状態調査は交通規制

を伴う点が課題であった．本研究では，通常の路面調査データから内部状態の劣化リスクを推定する手

法を開発し，内部状態調査を優先すべき区間を抽出可能であることを示した． 

以上の成果により，本研究開発で設定した「舗装劣化の定量的把握手法の確立」および「PPP/PFI事業

を想定した有限期間型の意思決定モデルの構築」という主要な研究開発目標については概ね達成した．

特に，実データに基づく予測モデルと実務制約を考慮した意思決定手法を一体的に構築できた点は，当

初計画を上回る成果といえる．また，本成果は，学術論文や学会発表等を通じて体系的に公表されてお

り，地方自治体および民間事業者への技術移転や，他路線・他地域への展開に向けた基盤を構築した．今

後は，本成果を基にした汎用的な契約支援ツールや維持管理ガイドラインへの発展が期待される． 
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2. 目的・目標の達成状況  

2-1. 研究開発スケジュール 

 

研究開発項目 初年度 

(2023.10～2024.3) 

2 年度 

(2024.4～2025.3) 

最終年度 

(2025.4～2025.9) 

以降 

（研究開発期間

終了後の展開） 

大項目 A 

中項目 A－１ 

ｲﾝﾌﾛﾆｱ ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

阪大 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

中項目 A－２ 

阪大 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

前田建設ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

ｲﾝﾌﾛﾆｱ ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

      

大項目 B 

中項目 B－１ 

前田建設ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

ｲﾝﾌﾛﾆｱ ｸﾞﾙｰﾌﾟ

中項目 B－２ 

阪大 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

ｲﾝﾌﾛﾆｱ ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

      

大項目 C 

中項目 C－１ 

阪大 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

ｲﾝﾌﾛﾆｱ ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

中項目 C－２ 

阪大ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

      

 

 
 
 
 

年次報告 
（次年度計画） 

終了報告書 
（シナリオ） 

年次報告 
（次年度計画） 

評価 

シナリオ作

 分析のトライ
＆エラー 

ｻｲﾄﾋﾞｼﾞｯﾄ 
2023.12 

調査箇所における 
FWD値 800×10-6以上 

【解決策の 
有効性確認】 

KPI 

ｻｲﾄﾋﾞｼﾞｯﾄ 
2024.10 

実証試験フィールド： 
愛知有料道路 

KPI未達成の場合， 
再度，要因分析を実施． 

要因特定後，補修工法選定へ 

マイルストーン① 
2024.9 

主となる計画 

収拾策 
分析のトライ
＆エラー 

理論・ 
アルゴリズム開発 

理論・ 
アルゴリズム開発 

今後 20年間の 
LCC低減率 
15%以上 

【他地域展開のための 
適用可能条件】 KPI 

KPI未達成の場合， 
補修工法の再選定へ 

マイルストーン② 
2025.9 

 ベースライン（基本原則）と 
要因分析（個別の検証）により 
他地域展開を可能に 

 最適維持管理手法を他地域展開 
するために，事業で異なる維持管
理業務の条件設定（個別の検証要
素）を特定 

 舗装深部耐荷力の評価 
 高頻度な路面性状データから交通
規制を伴う耐荷力試験の優先実施
個所を推定 

FWD調査 
2024.10～

11 
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2-2. 実施項目毎の成果 

 

(1)（実施項目名）大項目A：路面性状調査データを用いた舗装の劣化予測と要因分析 

 

■背景 

近年の我が国の社会基盤施設を取り巻く問題として急速な老朽化，管理者である公共団体における人

材および予算不足が挙げられる．そこで，民間企業の技術や経営に関する能力と資金を活用して効率的

な維持管理を実現する方法として PPP 事業が考えられる．しかし，空港や上下水道分野等と比較すると

道路分野においては PPP 事業を活用するノウハウが相対的に不足している．加えて，道路舗装は社会基

盤施設の中で比較的耐用年数が短く，それに伴い補修を高頻度で行う．したがって，道路分野における

PPP 事業の活用を推進するべく，PPP 事業の特徴に合わせた最適維持管理計画の立案および事業参入効果

の定量的評価が求められている．これらを行うためには第一に，道路の劣化を予測しその要因を推定す

る必要がある．そこで，実際に PPP 事業化されている道路を対象とした路面性状データを用いて道路の

劣化予測と要因分析を行う． 

 

■使用データと推計データセット 

混合マルコフ劣化ハザードモデルを実際に PPP 事業化されている愛知有料道路の道路舗装点検データ

ベースに対して適用した．愛知有料道路では，2012 年から 2021 年にかけて路面性状調査が行われてお

り，ひび割れ率，わだち掘れ量，平坦性が測定されている．これらの測定結果から，舗装路面の全体的な

健全性を評価するための MCI値を算出することができる． 

混合マルコフ劣化ハザードモデルを適用するため，MCI を表-1 の健全度評価基準に従って区分した．

分析に用いるデータセットを構築するため，補修を行わないコンクリート舗装部と，走行車線と使用条

件が異なるパーキングエリアや料金所のデータは除外した．加えて，補修の実施によって健全度が前回

点検時より回復しているデータと，健全度が回復しておらずとも点検間に補修が実施されたデータを除

外した． 

混合マルコフ劣化ハザードモデルにおけるグルーピングについて，IC 区間ごとに 1 グループとした．

加えて，分析対象区間に存在する各橋梁の前後区間をまとめて 1つのグループとした． 

 

表-1 健全度評価基準 

 

健全度 
MCI 値 

自動車専用道路 一般有料道路 
IV ≧ 7.1 ≧ 6.6 
III 6.1～7.0 5.6～6.5 
II 5.0～6.0 4.5～5.5 
I < 5.0 < 4.5 
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■推計結果 

各グループの期待劣化パスとデータサンプル全体の平均的な劣化曲線であるベンチマーク期待劣化パ

スを図-1に示す．ベンチマーク期待寿命は 22.3年である．舗装は一般的に更新が必要になるまでに供用

から 10 年から 20 年を想定するが，同図からもわかるように，最も劣化の速い区間では期待寿命が約 7

年，劣化の遅い区間では期待寿命が 30 年を超える区間が存在するなど，IC 区間ごとの期待劣化パスに

は，大きなバラツキが見られた． 

舗装劣化速度の空間的関係を視覚化することを考える．図-2 は，混合マルコフ劣化ハザードモデルに

より推定された異質性パラメータの値に基づき，期待寿命の大小を IC区間ごとに色分けした結果を示す．

同図では，ベンチマーク期待寿命と比較して劣化速度が速く期待寿命が短い IC区間を赤色で，劣化速度

が遅く期待寿命が長い IC 区間を青色で示している．その中でも特に劣化が速く期待寿命が 16.7 年を下

回る区間を濃い赤色で，特に劣化が遅く期待寿命が 39.8 年を上回る区間を濃い青色で示している．視覚

化により，劣化が速い傾向がある道路と遅い傾向がある道路が分かる．管理者にとって特に重要な情報

は劣化の速い区間であり，赤色の区間が地図下部の南知多半島道路，地図中央左部の知多横断道路の一

部，地図右上の猿投グリーンロードに多いことが分かる． 

 
図-1 全グループとベンチマークの期待劣化パス 

 
図-2 異質性パラメータに基づく劣化速度マッピング 



 

5 

 

(2)（実施項目名）大項目 B：契約終端条件の非斉次性を考慮した最適維持管理手法 

 

■背景 

道路舗装は社会基盤施設の中で比較的耐用年数が短く，それに伴い補修を高頻度で行う．したがって，

道路分野における PPP/PFI事業の活用を推進するべく，PPP/PFI事業の特徴に合わせた最適維持管理計画

の立案および事業参入効果の定量的評価が求められている．実施項目 A では，実際に PFI 事業化されて

いる道路を対象とした路面性状データを用いて道路の劣化予測と要因分析を行った．そして字阿合項目 B

では，劣化予測結果を活用した補修の意思決定モデルを開発し，最適補修政策と LCCを推定した． 

 

■分析の概要と分析結果 

点検が行われた 100m の 1 区間ごとに，提案手法を用いて LCC（ライフサイクルコスト）と最適補修政

策を求めた．補修コストとして愛知有料道路を管理している民間企業が実際に用いている費用を参照し

た．補修パターンは 2 種類あり，1) 表層のみの補修または 2) 表層と基層を同時に補修するパターンで

ある．実施項目 A では，実際に PFI 事業化されている愛知有料道路の道路舗装点検データベースに対し

て混合マルコフ劣化ハザードモデルを適用し，道路の健全度が推移する確率を推定した．そして，これを

状態の推移確率として用いた．2021 年から 5 年に 1 度行う点検の直後に補修の有無の決定し，補修を

実施するのであれば直ちに健全度がⅣに回復するという仮定を置いた．直近の目視点検で健全度Ⅰと観

測された区間については次回 5 年後の点検までに補修するという実際の委託条件に従い，最大価値に限

らず健全度Ⅰでは補修を行う設定とした．初期健全度は 2021 年の最新点検時における健全度を用い，社

会的割引率をγ= 4%とし，閾値 risk=0.1とした． 

マルコフ決定過程に基づく提案手法を用いて，愛知有料道路のある一区間を対象に，非斉時的な最適補

修政策，LCC，健全度占有率の推移およびコンセッション終了までの 1 年ごとに発生する費用を導出し

た．一方，社会基盤施設は通常，半永久的に供用する前提が置かれるため無限期間問題である．そこで愛

知有料道路を無限期間問題と仮定し，先と同じ区間で従来方式の斉時的な補修政策に準拠した場合の LCC

などを導出した．そして各種結果を非斉時政策と斉時政策間で比較し，提案手法の優位性を示す． 

 表-2.a と表-2.b に各問題とした場合の最適補修政策を，図 3 に各々に従った場合の健全度占有率の推

移を示している．この表では，点検時に観測された健全度によって補修の有無を〇(補修実施)と×(補修

無実施)で示している．例えば，非斉時的な最適補修政策において，3 期目の点検時に健全度Ⅳ，Ⅱなら

ば補修を行わず，Ⅲ，Ⅰならば行うと読み取る．また，値反復法では行動を決定する期にのみ報酬が発生

するが，その報酬を点検間隔にあたる向こう 5 年間で平準化して支払うという仮定を置き，報酬を 5 で

除すことで委託終了までの 1 年ごとに発生する費用を算出した．これを図 4 に示す．LCCは非斉時的な

政策の場合は斉時的な政策に比べて 1.3%小さく，非斉時的な政策の方が有利になることが確認できた．

これは，斉時的な政策では委託終了間近の 5 期にも健全度Ⅱに対して補修を行うことや，マルコフ連鎖

の平衡状態に近付くと E [OI ] = 0.047 となり閾値 0.1 より過剰に良好な状態を保っていることに起因

すると考えられる．また，斉時的な政策においては最終期である 6 期に費用が他の期と比べて著しく大

きくなっている．コスト縮減と予算平準化の両面で提案手法を用いた最適補修政策の優位性が確認でき

た．次に，愛知有料道路全体の LCC を(A)非斉時と(B)斉時政策間で比較する．最適補修政策を策定する一

区間ごとの LCCを全て合計して，愛知有料道路全体の LCCとしている．  
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各政策における単期費用と累積費用を図 5 に示す．LCC は非斉時的な政策の場合は斉時的な政策に比

べて 6.0%小さくなった．1～3期は非斉時政策の単期費用が斉時政策のものを上回るが 4～5期で逆転し，

LCC としては非斉時政策の方が有利ということが読み取れる． 

 

 

表-2.a 非斉時的な最適補修政策 表-2.b 斉時的な最適補修政策 

図 3 非斉時的な政策(左) と斉時的な政策(右) に従った場合の健全度占有率の推移 

図 4 政策間における 1年ごとの

費用の比較 

図 5 各政策の単期費用と 

累積費用 
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(3)（実施項目名）大項目 C：PPP/PFI事業導入効果の定量的評価 

 

■背景 

近年，包括的民間委託やコンセッション方式といった官民連携方式による道路の管理事例が注目されて

いる．官民連携方式では，道路を管理する民間企業に具体的な管理・運営方法選択の裁量が与えられるた

め，民間企業の創意工夫により，管理・運営事業の効率化が達成される可能性がある．民間企業による管

理・運営事業の効率化を図るためには，官民連携方式導入前後の効率性を適切に評価し，その結果に基づ

き管理・運営方法を継続的に改善することが重要となる．また，道路運営事業の公共性を考えると，この

ような効率性の評価結果を管理者が把握し，事業の効率性を継続的にモニタリングすることが望まれる．

そこで，包括的民間委託を活用した道路の管理事業の継続的改善を考えた場合，効率的な管理・運営が行

われた事例の抽出や，理論的に達成可能な効率性の推定を行ったのちに，それらからの乖離度合いとし

て民間委託導入効果を評価し，今後の管理・運営方法を改善することが可能な方法論の開発を行う． 

 

■方法論の概要 

(1) 確率的費用フロンティア 

𝐾𝐾個の道路施設の費用効率性を，PPP/PFIによる官民連携（以下，コンセッション事業を代表例として想

定し，民間委託とする）の有無に応じて評価する問題を考える．年度𝑡𝑡の道路施設𝑘𝑘(𝑘𝑘 = 1,⋯ ,𝐾𝐾)に関して，

運用費用（修繕費を除く維持管理費用総額）を𝐸𝐸𝑡𝑡,𝑘𝑘, 生産量（交通量）を𝑦𝑦𝑡𝑡,𝑘𝑘， 𝑀𝑀種類の生産要素の単位

ベクトルを𝒘𝒘𝑡𝑡,𝑘𝑘 = �𝑤𝑤𝑡𝑡,𝑘𝑘,1,⋯ ,𝑤𝑤𝑡𝑡,𝑘𝑘,𝑀𝑀�とそれぞれ表す．このとき，道路施設 𝑘𝑘 の年度 𝑡𝑡 での費用フロンティ

アを， 

𝐸𝐸𝑡𝑡,𝑘𝑘 ≥ 𝑐𝑐�𝑦𝑦𝑡𝑡,𝑘𝑘 ,𝒘𝒘𝑡𝑡,𝑘𝑘;𝜷𝜷� (1) 

と定式化する．ここに，𝑐𝑐�𝑦𝑦𝑡𝑡,𝑘𝑘 ,𝒘𝒘𝑡𝑡,𝑘𝑘;𝜷𝜷�は費用関数であり，所与の単価ベクトル,𝒘𝒘𝑡𝑡,𝑘𝑘と生産量𝑦𝑦𝑡𝑡,𝑘𝑘の下で達

成可能な最小費用を表す．また，𝜷𝜷は費用関数のパラメータベクトルである． 

ここで，ランダムな外的要因による費用フロンティアの影響を表す確率誤差項exp�𝑣𝑣𝑡𝑡,𝑘𝑘�を用いて，確率的

フロンティアを， 

𝐸𝐸𝑡𝑡,𝑘𝑘 ≥ 𝑐𝑐�𝑦𝑦𝑡𝑡,𝑘𝑘 ,𝒘𝒘𝑡𝑡,𝑘𝑘;𝜷𝜷�exp�𝑣𝑣𝑡𝑡,𝑘𝑘� (2) 

と定式化する．このとき，年度𝑡𝑡の道路施設𝑘𝑘の確率的費用効率性（Stochastic Cost Efficiency, SCE）

指標は， 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡,𝑘𝑘 =
𝑐𝑐�𝑦𝑦𝑡𝑡,𝑘𝑘 ,𝒘𝒘𝑡𝑡,𝑘𝑘;𝜷𝜷�exp�𝑣𝑣𝑡𝑡,𝑘𝑘�

𝐸𝐸𝑡𝑡,𝑘𝑘
(3) 

と表すことができる．SCE 指標に関して，0 ≤ 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡,𝑘𝑘 ≤ 1が成立し，𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡,𝑘𝑘が 1 に近いほど，費用効率的

であることを意味する． 

 

(2) 確率的費用フロンティアモデル 

年度 𝑡𝑡 の道路施設 𝑘𝑘 の確率的費用フロンティアモデルを，フレキシブル型関数である Translog  型費用

関数を用いて，  

     ln𝐸𝐸𝑡𝑡,𝑘𝑘 

= ln 𝑐𝑐�𝑦𝑦𝑡𝑡,𝑘𝑘 ,𝒘𝒘𝑘𝑘;𝜷𝜷�+ 𝑣𝑣𝑡𝑡,𝑘𝑘 + 𝑢𝑢𝛿𝛿𝑡𝑡,𝑘𝑘,𝑘𝑘 
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= 𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽𝑦𝑦ln𝑦𝑦𝑡𝑡,𝑘𝑘 + � 𝛽𝛽𝑚𝑚ln𝑤𝑤𝑘𝑘,𝑚𝑚

𝑀𝑀

𝑚𝑚=1

 

     +
1
2
��𝛽𝛽𝑛𝑛,𝑙𝑙ln𝑤𝑤𝑘𝑘,𝑛𝑛ln𝑤𝑤𝑘𝑘,𝑙𝑙 + 𝑣𝑣𝑡𝑡,𝑘𝑘 + 𝑢𝑢𝛿𝛿𝑡𝑡,𝑘𝑘,𝑘𝑘

𝑀𝑀

𝑙𝑙=1

𝑀𝑀

𝑛𝑛=1

 

(4) 

と特定化する．費用関数の 1次同次性により， 

� 𝛽𝛽𝑚𝑚 = 1
𝑀𝑀

𝑚𝑚=1

                             (5)

�𝛽𝛽𝑛𝑛,𝑙𝑙 = 0 ∀ 𝑛𝑛 = 1,⋯ ,𝑀𝑀
𝑀𝑀

𝑙𝑙=1

(6)

 

が成立する．また，𝛽𝛽𝑛𝑛,𝑙𝑙に関する対称性条件 

𝛽𝛽𝑛𝑛,𝑙𝑙 = 𝛽𝛽𝑙𝑙,𝑛𝑛 ∀ 𝑛𝑛 = 1,⋯ ,𝑀𝑀 ∀ 𝑙𝑙 = 1,⋯ ,𝑀𝑀 (7) 

が成立する．𝜷𝜷 = �𝛽𝛽𝑦𝑦 ,𝛽𝛽0,𝛽𝛽1,⋯ ,𝛽𝛽𝑀𝑀−1,𝛽𝛽1,1,⋯ ,𝛽𝛽𝑀𝑀,𝑀𝑀�である．𝑣𝑣𝑡𝑡,𝑘𝑘 は idiosyncratic な確率誤差項を表す．

𝑢𝑢𝛿𝛿𝑡𝑡,𝑘𝑘,𝑘𝑘 は施設 𝑘𝑘 に固有な確率変数項である．𝛿𝛿𝑡𝑡,𝑘𝑘は，道路施設𝑘𝑘における年度𝑡𝑡での民間委託導入の有無を

表す変数であり， 

𝛿𝛿𝑡𝑡,𝑘𝑘 = �
  0    民間委託未導入

1    民間委託導入済
(8) 

が成り立つ．本研究では，民間委託の導入を除いて，道路施設の管理運営体制が大きく変わることは稀で

あると考える．そのため，道路施設 𝑘𝑘 において，𝑢𝑢0,𝑘𝑘（民間委託未導入の場合），𝑢𝑢1,𝑘𝑘（民間委託導入済の

場合）の 2 種類の費用効率性パラメータのいずれかを設定することとする．また，𝑢𝑢0,𝑘𝑘，𝑢𝑢1,𝑘𝑘 の選択を短

期間で繰り返すことはない，すなわち，道路施設 𝑘𝑘 において複数年度にわたり民間委託未導入（あるいは

導入済）の状態が続いている場合には，それらの各年度に対して同一の 𝑢𝑢0,𝑘𝑘（あるいは𝑢𝑢1,𝑘𝑘）を設定する

こととする．式(3) と式(4) の関係性から， 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝛿𝛿𝑡𝑡,𝑘𝑘,𝑘𝑘 = exp�−𝑢𝑢𝛿𝛿𝑡𝑡,𝑘𝑘,𝑘𝑘� (9) 

が得られる． 

確率誤差項 𝑣𝑣𝑡𝑡,𝑘𝑘  と費用効率性パラメータ 𝑢𝑢𝛿𝛿𝑡𝑡,𝑘𝑘,𝑘𝑘 は，それぞれ独立な確率変数であるとし， 

𝑣𝑣𝑡𝑡,𝑘𝑘  ~ i. i. d.  𝑁𝑁(0, (𝜎𝜎𝑣𝑣)2)       (10)
𝑢𝑢𝛿𝛿𝑡𝑡,𝑘𝑘,𝑘𝑘 ~ i. i. d.  𝑁𝑁+(0, (𝜎𝜎𝑢𝑢)2) (11) 

と仮定する．ここに，𝑁𝑁(0, (𝜎𝜎𝑣𝑣)2 ) は，平均 0，分散(𝜎𝜎𝑣𝑣)2を持つ正規分布であり，𝑁𝑁+(0, (𝜎𝜎𝑢𝑢)2 ) は，平均

0，分散(𝜎𝜎𝑢𝑢)2を持つ正規分布の負の領域を切断した非負切断正規分布である．𝑣𝑣𝑡𝑡,𝑘𝑘  と 𝑢𝑢𝛿𝛿𝑡𝑡,𝑘𝑘,𝑘𝑘 の確率密度関

数は，それぞれ， 

𝑔𝑔�𝑣𝑣𝑡𝑡,𝑘𝑘� =
1

√2𝜋𝜋𝜎𝜎𝑣𝑣
exp �−

�𝑣𝑣𝑡𝑡,𝑘𝑘�
2

2(𝜎𝜎𝑣𝑣)2�           (12)

ℎ�𝑢𝑢𝛿𝛿𝑡𝑡,𝑘𝑘,𝑘𝑘� =
2

√2𝜋𝜋𝜎𝜎𝑢𝑢
exp�−

�𝑢𝑢𝛿𝛿𝑡𝑡,𝑘𝑘,𝑘𝑘�
2

2(𝜎𝜎𝑢𝑢)2 � (13)
 

と表すことができる． 
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(3) マクロ評価 

民間委託導入前後の双方のサンプルが獲得されているケースの道路施設1,⋯ ,𝑘𝑘1を対象に，民間委託導

入前後での費用効率性の変化を評価することを考える．式(3) に基づき，SCE 指標の推定値を𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸𝛿𝛿,𝑘𝑘
∗ =

exp(−𝑢𝑢𝛿𝛿,𝑘𝑘
∗ ) と算出できる．このような手順により，民間委託導入前後の SCE 指標の推定値の分布を描く

ことができる．𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸0,𝑘𝑘
∗  と𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸1,𝑘𝑘

∗  は，道路施設𝑘𝑘 の民間委託導入前後の SCE 指標であるため，対応のある

データとみなす．𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸0,1
∗ ,⋯ , 𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸0,𝑘𝑘1

∗  を𝑤𝑤1,1,⋯ ,𝑤𝑤1,𝐺𝐺，𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸1,1
∗ ,⋯ , 𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸1,𝑘𝑘1

∗  を𝑤𝑤2,1,⋯ ,𝑤𝑤2,𝐺𝐺 とすることにより

Wilcoxon の符号付き順位検定ができ，その結果に基づき，民間委託導入前後の費用効率性の変動に関す

る有意性を，𝑘𝑘1 個の道路施設における平均的な傾向に着目してマクロな単位で評価できる． 

 

(4) ミクロ評価 

ある道路施設𝑘𝑘(𝑘𝑘 = 1,⋯ , 𝑘𝑘1)に着目して，当該道路施設での民間委託導入効果を費用効率性に基づき評

価する．式(3)に基づき，𝑢𝑢𝛿𝛿,𝑘𝑘
(𝜄𝜄)  に対応した SCE 指標を 𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸𝛿𝛿,𝑘𝑘

(𝜄𝜄) = exp �−𝑢𝑢𝛿𝛿,𝑘𝑘
(𝜄𝜄) �と算出する．民間委託導入前

後の SCE 指標のサンプル𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸0,𝑘𝑘
(𝜄𝜄)

 と𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸1,𝑘𝑘
(𝜄𝜄)

 を対応のあるデータとみなす．𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸0,𝑘𝑘
�𝑛𝑛+1�,⋯ , 𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸0,𝑘𝑘

(𝑛𝑛)
 を

𝑤𝑤1,1,⋯ ,𝑤𝑤1,𝐺𝐺，𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸1,𝑘𝑘
�𝑛𝑛+1�,⋯ , 𝑆𝑆𝑆𝑆𝐸𝐸1,𝑘𝑘

(𝑛𝑛)
 を𝑤𝑤2,1,⋯ ,𝑤𝑤2,𝐺𝐺 とすることにより Wilcoxonの符号付き順位検定ができ，

その結果に基づき，民間委託導入前後の費用効率性の変動に関する有意性を，個別の道路施設𝑘𝑘に着目し

てミクロな単位で評価できる． 

 

 

3. 今後の計画および展望 

本研究開発成果は，点検データを活用して舗装の将来状態を定量的に把握し，修繕計画や契約条

件の検討に活用できる点に特徴がある．中長期的には，経験や属人的判断に依存しがちであった維

持管理業務において，判断根拠の明確化と意思決定の透明性向上に寄与することが期待される．特

に，事業期間が限定される PPP/PFI 事業において，契約終了時の状態を見据えた合理的な維持管理

計画の策定を支援することで，ライフサイクル全体を通じた効率的な資産管理に貢献すると考えら

れる． 

本成果は，特定の路線や地域に依存するものではなく，定期点検データが蓄積されている道路管

理主体であれば適用可能な汎用性を有している．そのため，有料道路コンセッション事業に限らず，

直営管理を行う地方自治体や他の官民連携事業への展開も見込まれる．また，舗装を対象として開

発した枠組みは，他の道路附属物やインフラ分野における維持管理にも応用可能であり，当該研究

領域を超えた普及・定着が期待される． 

本研究開発を通じて，舗装のように社会基盤施設の中では比較的ライフサイクルが短いインフラ

であっても，維持管理における民間の創意工夫によって創出される価値を十分に発揮するためには，

現行の PPP/PFI 事業における契約期間が必ずしも十分とは言えない可能性が示唆された．舗装の更

新周期を踏まえると，30 年程度の事業期間であっても，実質的には限られた回数の更新・改善機会

しか確保できず，中長期的な価値向上の効果を最大化するには更なる検討の余地がある． 

また，事業開始時点において既に顕在化している課題への対応が求められる場合，事業初期にお

ける人的・時間的リソースがこれらの対応に充てられ，民間事業者による新たな工夫や改善活動に
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十分な余力を割けない状況が生じ得ることも明らかとなった．これは特定事業に限らず，管理主体

の移行を伴う官民連携事業に共通する課題であると考えられる． 

一方で，維持管理，調査，施工等に関する経営資源を一体的に活用できる体制を有する民間事業

者の場合，関係者間の調整が円滑に進み，維持管理の高度化や効率化に向けた取組が進めやすいこ

とも確認された．今後は，こうした事業体制の違いが成果に与える影響についても整理を進め，

PPP/PFI事業における制度設計や事業スキーム検討に資する知見として整理していく必要がある． 

 

 

4. 計画・実施体制等の妥当性 

4-1. 研究開発実施体制・効率性等 

本研究開発は，統計的劣化予測に関する研究開発と，PPP/PFI事業を想定した実務的検討を一体的に進

める必要があったことから，研究代表者が全体統括を担い，分析・検証・実務的検討を横断的に進める体

制で実施した．研究過程では，全体会議，戦略会議，サイトビジット等を通じて得られたマネジメントサ

イドからの助言を踏まえ，創出すべきアウトプットの内容や方向性について適宜見直しを行った． 

特に，当初計画には含まれていなかった FWD 調査については，路盤や地盤を含む舗装構造全体の状態

を考慮した道路管理の重要性が指摘されたことを受け，総括の承認を経て研究開発内容に組み込み，実

施した． 

4-2. プロジェクトの運営・活動 

プロジェクト運営にあたっては，研究開発の進捗管理に加え，研究期間中におけるインフラ管理を取り

巻く社会的動向の変化を踏まえた対応を行った．具体的には，研究期間中に広域的・包括的なインフラ管

理（いわゆる群マネ）の考え方が政策・実務の両面で注目されるようになったことを受け，本研究成果が

将来的に複数施設を対象とした管理や意思決定にも活用され得るかという観点を意識しながら，研究の

位置づけや意義について関係者との意見交換を行った． 

また，プロジェクト期間を通して，主に上下水道などで老朽化が顕在化したことを踏まえて，維持管理

の重要性に対する社会的関心が一層高まる状況を踏まえ，研究成果が実務の意思決定や管理体制の高度

化にどのように資するかについて，関係者との認識共有を行った．あわせて，実データ取得や調査実施に

関する制約条件を再確認し，社会的要請を意識した柔軟なプロジェクト運営を行った． 
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その他 

 

1. 補足事項（任意） 

 

1-1.技術シーズの概要 

●目視点検データを用いた統計的劣化予測手法（マクロ予測） 

社会インフラに対しては，目視点検が実施され，その結果は多段階の離散的健全度として記録される

（これを目視点検データという）．統計的劣化予測手法は，インフラ管理者が保有する管理対象インフラ

に関する膨大な目視点検データを用いて，その背後に存在する劣化の統計的規則性をマルコフ連鎖モデ

ルで表現して，管理対象インフラ全体のマクロな劣化曲線や期待寿命を推定するための技術である．推

定に際しては，その社会インフラの劣化曲線や期待寿命に影響を及ぼすと考えられる観測可能な劣化因

子（例えば橋梁であれば橋上を走行する大型車交通量，コンクリート部材の厚さなどで，かつ当該インフ

ラの基本情報としてインフラ管理者がデータベースに記録している情報）を考慮することが可能であり，

劣化因子の多寡に応じた劣化曲線や期待寿命を算出することができる．社会インフラは現場生産物であ

るがゆえに 1つ 1つがオーダーメイドである（構造条件が異なる）．加えて，大型車交通量，走行速度と

いった使用条件，風雨に晒され続けるといった環境条件が過酷であることから，室内試験ではその劣化

過程や寿命を精緻に予測することが困難であった．しかし，近年の統計学やデータサイエンスの急速な

発展の中で，目視点検データを用いた統計的劣化予測の開発により，実在する社会インフラの劣化過程

や期待寿命を推定することが可能となった（図 1-1-1，図 1-1-2）．そして，この統計的劣化予測手法を基

幹技術とするアセットマネジメントが学術的にも，実務的にも飛躍的な発展を遂げた．本技術シーズの

適用事例は非常に数が多く，社会インフラを管理する国土交通省，NEXCO西日本，NEXCO中日本，阪神高

速道路，名古屋高速道路，大阪市，京都市ほか，ベトナム，ミャンマー，インドネシア，エチオピアなど

海外での実績も豊富である． 

 

 

図 1-1-1. 米国 NY市の橋梁床版部材に対する劣化予測結果 

（32,821の目視点検データを用いて期待寿命が約 40年であることを推定） 

 

別紙 1 
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図 1-1-2. 米国 NY市の橋梁床版部材の劣化と大型車交通量との関係 

 

●目視点検データを用いた統計的劣化予測手法（ミクロ予測） 

マルコフ劣化ハザードモデルは，管理対象となる社会インフラ全体の平均的な劣化過程や期待寿命を

推定する際には非常に有効なシーズ技術である．例えば，インフラ管理者であっても，本社レベルの技術

者が長期，あるいは全社的な維持管理計画を立案するうえで重要な情報を提供しうる．その一方で現場

レベルの技術者は，短期，あるいは個別インフラに対する維持管理計画を立案する必要があり，そのため

には個別インフラの劣化過程や期待寿命が求められる．マルコフ劣化ハザードモデルにおいても，観測

可能な劣化要因の影響を考慮することが可能であったが，1つのモデルで考慮できる劣化要因はせいぜい

2，3 個程度であり，数百，数千の社会インフラの個々の劣化過程や期待寿命の多様性を説明するには不

十分である．また，個別インフラの劣化過程には，例えば，施工の良し悪し，地盤条件といった不可観測

な劣化要因の影響が無視しえないことが少なくない．このような不可観測な劣化要因の影響について，

個性を異質性として考慮できるモデルに混合マルコフ劣化ハザードモデルがある．図 1-1-3 は，図 1-1-

1 と図 1-1-2 で示した米国 NY 市の橋梁床版部材に対する個別橋梁ごとの劣化曲線の推定結果である．用

いたデータ数は 32,821データであったが，管理対象となる橋梁数は 1,481橋であり，同図には 1,481本

の劣化曲線を示している．マクロな予測においては，32,821データを用いて，13の未知パラメータを推

定すればよかったが，ミクロな予測においては同じデータ数を用いて，13+1,481 の未知パラメータを推

定する必要がある（個性，すなわち異質性パラメータは橋梁の数だけ設定されるため）．図 1-1-3 より，

1,481本の膨大な数の劣化曲線が推定可能であること，最短の期待寿命は 8年，最長の期待寿命は 100年

以上と，劣化曲線と期待寿命が多様であることがわかる．本技術シーズの適用事例は非常に数が多く，社

会インフラを管理する国土交通省，NEXCO西日本，NEXCO中日本，阪神高速道路，名古屋高速道路，大阪

市，京都市ほか，ベトナム，ミャンマー，インドネシア，エチオピアなど海外での実績も豊富である． 
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図 1-1-3 米国 NY 市の橋梁床版部材のミクロな劣化予測結果 

 

●確率的フロンティア分析を用いた事業効率性評価手法 

社会基盤施設の維持管理の効率性やパフォーマンスは，維持管理のための資源の配分方法，管理者や維

持管理業務受託者の創意工夫，マネジメントシステムの各プロセスの成熟度などに応じて，多様に変化

し得る．社会基盤施設の維持管理の効率化のためには，このような効率性の変化を定量的に評価し，その

結果に基づいた維持管理方法の継続的改善が重要となり，その際に確率的フロンティア分析が有用とな

る．確率的フロンティア分析では，複数の施設におけるこれまでの維持管理データ（維持管理費用，生産

量，単価，資源投入量など）から，i）費用フロンティア（あるいは生産フロンティア），ii）各施設の費

用効率性（あるいは生産効率性），を統計的に推定する．費用フロンティアは，ある生産量（例えば，下

水処理施設であれば処理水量）を実現するのに，理論的に達成可能な最小維持管理費用を表す．各施設の

費用効率性は，費用フロンティアからの乖離度合いとして定量化される．例えば，ある施設において費用

フロンティアが A円であり，実際の維持管理費用が B円（A<B）であったとすると，費用効率性（SCE）指

標は A/Bで表され，当該施設の維持管理費用が，実際の A/B×100[%]の費用まで低減可能であることを意

味する．費用フロンティアは，維持管理を行う上での目標設定に活用できる．なお，確率的フロンティア

分析は，上記の分析を，ランダムな確率誤差と施設固有の確率変数に分離評価して行うことができ，より

高精度な費用効率性評価が可能となる．確率的フロンティア分析を用いて，下水処理施設の PPP/PFI 事

業導入効果を定量化した事例を紹介する．この事例では，1,322箇所の下水処理施設の維持管理データを

用いて分析を実施した．確率的フロンティア分析により，図 1-1-4に示すように，費用フロンティアの定

量化，各下水処理施設の費用効率性評価が可能となる．この結果に基づき，費用フロンティア付近に位置

する下水処理施設をベストプラクティスとして抽出することが考えられる．また，図 1-1-5には， PPP/PFI

事業導入の有無に応じた SCE指標のヒストグラムを示す．この事例では， PPP/PFI 事業導入後に SCE指

標が有意に増加している（すなわち，費用効率的となっている）ことが確認できた．このように，確率的

フロンティア分析を用いることにより，維持管理体制に関する政策の事後評価も可能となる． 
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図 1-1-4：費用フロンティアと各処理  図 1-1-5：費用効率性指標のヒストグラム 

施設の実際の維持管理費用 

 

 

1-2.FWD調査（追加検討項目） 

 

■背景 

近年の物流と交通量の増加に伴い，道路の劣化が深層化している．道路の構造は図 1-2-1 に示すよう

に，上面から表層，基層，上層路盤，下層路盤までをまとめて舗装とし，舗装の下には路床が存在する．

劣化は表層に留まらずに路盤にも及んでおり，表面的な調査だけでは見逃される恐れがあるため，深層

構造までを含む調査が必要である．これには FWD 調査が挙げられるが，実施に当たり交通規制を行った

うえで高価な専用車を用いる必要があるため，管理道路の全箇所で FWD 調査を行うことは現実的ではな

い．これらの理由から，限られた予算と人員を活用して安全かつ効率的な道路維持管理を実現するため

に，FWD調査が優先的に必要な箇所をスクリーニングすることが不可欠である．以上の問題意識のもと本

研究では，舗装の点検データから期待寿命を推定し，比較的簡易に取得できる路面性状調査データとと

もに分析に用いることで，FWD 調査の優先度が高い道路区間をスクリーニングするモデルの開発を行う．

また，構築したモデルを利用して調査が未実施の路線において調査優先箇所の提案を行う．具体的には，

混合マルコフ劣化ハザードモデルにより推定された期待寿命と路面性状調査データをもとにロジスティ

ック回帰分析を行い，FWD 調査の優先順位が高い箇所をスクリーニングするモデルを構築する．  

 

図 1-2-1 道路の構成 
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■分析の概要と分析結果 

図-1-2-2に本研究の流れを示す．まず，舗装に対する 2 時点間の点検データに混合マルコフ劣化ハザ

ードモデルを適用し，舗装の劣化速度とこれに基づく期待寿命を推定する．次に，道路の現在の状態を反

映している路面性状調査における指標に加えて，先に推定した劣化予測に基づく期待寿命を説明変数と

して，ロジスティック回帰分析を行う．これにより FWD 調査の優先度が高い道路区間のスクリーニング

を多面的に評価し，確率的に推定するモデルを構築する． 

 予測するデータには，必要 TAと残存 TAを用いる．必要 TAは交通量と設計 CBR に基づいて計算される．

一方で，FWD調査の結果を用いて，残存 TAを計算することができる．したがって，必要 TAと残存 TAを比

較して，残存 TAが必要 TAを下回っていれば，対象の道路区間は調査優先度の高い区間であると仮定する． 

また，その際，安全率として 0.6 を採用している．すなわち，残存 TAの 0.6倍と必要 TAを比較して，優

先区間を決定した． 

 ロジスティック回帰分析のアウトプットとして，確率 pが出力される．前述したように，この確率は，

残存 TAの 0.6倍が必要 TAを下回る確率である．確率 pの値を閾値と見立てて，道路区間の中で下回ると

予測される区間の割合の変化を辿ったものが，表 1-2-1である． 

 

表 1-2-1 閾値と優先区間と判断される道路区間の割合 

閾値 割合（％） 

0.4 96 

0.5 93 

0.6 81 

0.7 40 

0.8 0 

 

 

図 1-2-2 研究の流れ 
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閾値の増加に伴って調査必要割合が低下する傾向が見られた．特に，閾値を 0.6 から 0.7 に増加させた

際に，調査必要割合が大きく減少することが読み取れる．閾値が 0.6 と 0.7の場合で調査の要否をマッ

プ上で視覚化した図を図 1-2-3に示す．赤色は優先区間，青色は非優先区間を表す．閾値を 0.5 から 0.6 

に 0.1 だけ増加させた場合は調査必要割合の変化が小さいが，0.6 から 0.7 に 0.1 だけ増加させると

大きく減少する．このように閾値と調査必要割合の関係を把握することで，調査対象が減ることによる

コスト低減と，見落としリスクとのバランスを考慮し，最適な閾値を選定することができる．そして，根

拠に基づく FWD 調査計画の立案に寄与できると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2-3 閾値 0.6（左）と閾値 0.7（右）での優先区間の可視化 
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2. 研究開発実施体制 

 

2-1. 研究開発実施者 

(1)  大阪大学グループ（リーダー氏名：貝戸 清之） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

貝戸 清之 カイト キヨユキ 大阪大学 大学院工学研究科 教授 

笹井 晃太郎 ササイ コウタロウ 大阪大学 大学院工学研究科 特任助教 

 

(2) インフロニアグループ（リーダー氏名：松尾 健二） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

松尾 健二 マツオ ケンジ 

インフロニア・ホール

ディングス 

総合インフラサービス

戦略部 
 

 

(3) 前田建設グループ（リーダー氏名：川井 晴至） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

川井 晴至 カワイ セイジ 前田建設工業株式会社 経営革新本部 参事役 

 

 

2-2. 研究開発の協力者・関与者 

氏 名 フリガナ 所 属 
役 職 

（身分） 
協力内容 

なし     
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3. 研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 

3-1. シンポジウム等 

 

名称 / 主催者 場所 / 参加人数 年月日 

なし   

 

3-2. 社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

 

(1) 書籍、フリーペーパー、DVD 

 

書籍名(発行者) / タイトル / 内容 対応 年月日 

JSTnews（国立研究開発法人科学技術振興機構） 

「科学的エビデンスに基づく社会インフラのマネジメント政策形成プロセスの研究」 

インタビュー記事 

貝戸 清之 2024.01.05 

日経クロステック/日経コンストラクション（株式会社日経 BP） 

「インフラメンテナンスにメリハリを、研究機関と自治体が連携し実装へ」 

解説掲載 

貝戸 清之 2025.08.08 

 

(2) ウェブメディアの開設・運営 

 

タイトル / URL / 対応 対応 年月日 

【日本でここだけ】民間委託で運営する有料道路に潜入取材！隈研吾さ

ん監修の PA がめっちゃオシャレ 

https://www.youtube.com/watch?v=0ATH_Rsg_e0 

 

川井 晴至 2023.08.03 

インフラの持続可能性を高める官民連携（PPP/PFI）セミナー 第 3 回：道

路・交通分野でのモデルケースの解説 

https://www.infroneer.com/jp/news-article/2024/03/19/813.html 

 

川井 晴至 2024.03.19 

 

(3) 学会（3-4.参照）以外のシンポジウム等への招聘講演実施等 

 

名称 / 演題 / 場所 対応 年月日 

EBPM による地域インフラ郡マネジメントに関するシンポジウム 

「EBPMに基づく包括的民間委託や官民連携を目指して」 

大阪大学中之島センター 

川井 晴至 2024.01.29 
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第３回 EBPM による地域インフラ群マネジメントに関するシンポジウム 

「アセットマネジメントの国際展開」 

大阪大学中之島センター 

青木 一也 2025.04.18 

CONSEO インフラ DX 勉強会 

インフラ DXの社会実装のために 

X-NIHONBASHI Tower 

貝戸 清之 2025.08.27 

 

3-3. 論文発表 

 

(1) 査読付き（0件） 

●国内誌（0件） 

 

●国際誌（0件） 

 

(2) 査読なし（0件） 

 

3-4. 口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 

 

(1) 招待講演（国内会議 0 件、国際会議 0 件） 

 

(2) 口頭発表（国内会議 2 件、国際会議 0 件） 

・阿部寿子，笹井晃太郎，貝戸清之，川井晴至：道路コンセッションにおける非斉時型意思決定モデルの

提案，第 69回土木計画学研究発表会・春大会，北海道大学，2024 年 5月 25日 

・阿部寿子，笹井晃太郎，貝戸清之，川井晴至：コンセッション方式の特徴を考慮した補修政策策定モデ

ルの提案，令和 6年度土木学会全国大会第 79回年次学術講演会，東北大学，2024 年 9月 5日 

 

(3) ポスター発表（国内会議 0 件、国際会議 0 件） 

 

 

3-5. 新聞／TV報道・投稿、受賞等 

 

(1) 新聞報道・投稿（3件） 

媒体 / タイトル / 内容 対応 年月日 

建設通信新聞 

「自治体向けに修繕計画支援」 

記事掲載 

川井 晴至 2024.04.01 

日刊工業新聞 

「ドコモなど、道路の長期修繕計画策定を支援 デジタル基盤開発」 

川井 晴至 2024.04.04 
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記事掲載 

日刊建設通信新聞 

「データは共有すべき財産 インフラ全体で横断的連携を」 

解説掲載 

貝戸 清之 2025.08.07 

   

 

(2) 受賞（ 0件） 

 

(3) その他（1件） 

媒体 / 内容 対応 年月日 

HIP@MORI BUILDING 

「ICT への置き換えだけでは DX は成し得ない」.デジタルツイン構想が導く新時代の

インフラ維持 

記事掲載 

川井 晴至 2023.08.07 

 

 

3-6. 知財出願【出願件数のみ公開） 

(1) 国内出願（ 0件） 

(2) 海外出願（ 0件） 

 

 

 

                                          以上 
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